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新型インフルエンザ対策ガイドライン（フェーズ4以降）について  

1 経緯及び趣旨   

○ 平成17年12月に新型インフルエンザ対策行動計画を策定し、その後、  

計画をより具体的に実行するために新型インフルエンザ専門家会議から  

「インフルエンザ（H5Nl）に関するガイドライン ーフェーズ3  

－」が平成18年6月にとりまとめられた。   

○ 都道府県感染症担当課長会議にて上記ガイドラインを各地方自治体に配  

布するとともに、検疫や積極的疫学調査、サーベイランスに関するガイ  

ドラインについては、修正した上で課長通知として各検疫所や地方自治  

体に対し通達してきた。   

○ わが国のパンデミック対策に向け、フェーズ4以降のガイドラインを早  

急に作成する必要がある。  

2 検討すべきガイドラインについて   

早急に作成すべきガイドラインとして考えられるテーマは以下のとおり。   

なお、国内にヒトーヒト感染を来すウイルスが発生した場合、感染拡大によ   

りパンデミック（フェーズ6）を呈する事態を念頭におきながら、感染の拡   

大防止についてガイドラインとしてまとめる。  

ガイドラインのテーマ  

〔）早期封じ込め  

〔）サーベイランス  

○積極的疫学調査  

（）ワクチンの接種体制、流通調整等（接種者の優先順位含む）  

（〕抗ウイルス薬の確保、供給、分配等  

○医療体制の確保（医療スタッフ、衛生資材、移送を含む）  

○検疫  

○事業者・職場における感染対策（水、ガス、電気等の維持を含む）  

○家庭・一般市民・コミュニティにおける感染対策  

○埋火葬の適切な実施  

（⊃リスクコミュニケーション  

フェーズ3におけるガイドラインの内容を  

踏まえ、さらに追加・変更する点を検討   

災害時等を想定して整備された既存の指針  

を踏まえ、さらに本会議の視点から検討   

診断・治療  

医療施設等における感染対策  

〔○食料等の確保、供給  



新型インフルエンザ対策における各ガイドライン  

部門   ガイドライン   委員  庫属   

大日 康史 個立感染症研究所感染症情報センター主任研究官  

神谷 信行  便京都健康安全研究ゼンクー疫学情報室主任研究員  

川名 明彦  ＝璽立国際医療センター特別疾患制圧班医長  
サーベイランス部門   サーベイランス  

・－ 一一      プFl‥一         ▲）・  
ーーーーl－－－－－－－－一一書－－－－－・H・・一－－－－－－－・一－－－一一一一－－一一－－－－－－－－一－－－・－－・・・－－一－－－－・－・－   

藤本 眞一    竜神奈川県秦野保健所長  

内田 健夫  き日本医師会常任理事   

予防と封じ込め部門  

早期封じ込め  二：∴満都∵一席彦  ：：さ：油壷療痍痙研尭顔痍報せシタ≠料：二：：‡  

積極的疫学調査  角野 文彦  ；東近江保健所長  

検疫  相楽 裕子  き横浜市立市民病院感染症部長  

公衆衛生対策  職場、企業における感染対策（水、ガス、電気等の維持を含む）  中島 一敏  ＿．．＿L畢雲埜襲撃聖賢型軍撃三三芝二真壁竺整已＿……＿＿＿．＿．＿－＿＿＿＿……＿■…．．＿＿■■．  
家庭及び一般市民、コミュニティにおける感染対策  内田 幸意  J神戸検疫所所長  

遺体の扱い  院医学系研究科微生物学分野教授  

食糧等ライフラインの確保、供給  

泉 陽  ！茨城県保健福祉部医監兼次長  

三重県病院長  

ワクチンの接種体制、流通調整  岡部 信彦  個立感染症研究所情報センター長  

ワクチン及び抗ウィルス薬  
小田切 孝人  豊国立感染症研究所ウイルス3部第1室長，  

：：；：；由代：：：償入二  ＝；‥泡立感染症函尭蕨亘わレズ東三蔀哀：二；：；二  

抗ウイルス薬の供給、分配  田中政宏  
ーーーートーー・－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－  

多屋峯子   

永井 英明  ⊇国立病院機構東京病院呼吸器科医長   

上野 久美 ■国立感染症研究所感染症情報センター研究官  

医療体制の確保（病床の確保、在宅医療を含む）  大久保 憲  き東京医療保健大学医療情報学科感染制御学教授  

医療部門  診断・治療  
療部長（全国衛生部長会・副会長）  

国立病院機構災害医療センター副院長  

医療施設等における感染対策  究所感染症情報センター主任研究官  

飯沼 雅  壬理事   

岡部 信彦i国立感染症研究所情報センター長  

〈プリックリレーションズ  

・コミュニケーション・コンサルティング重  

情報提供・共有部門   リスクコミュニケーション  全研究センター  

究所感染症情報センター主任研究官  



資料2－1．  

早期封じ込めに関するガイドライン 概要（案）  

1．早期封じ込めの概要  

2．早期封じ込めの意義   

① 背景   

② 目的   

③ 「早期封じ込め」以降の対策との連携・連続性  

3．責任と役割   

① 主体と指揮命令系統   

② 国の役割、地方自治体の役割、各省庁・関係部署の役割   

③ 連携と情報共有  

4．早期封じ込めが成功するための条件  

5．リスクコミュニケーション   

① 事前のリスクコミュニケーション   

② 早期封じ込め実施の際のリスクコミュニケーション  

6．早期封じ込め戦略の構成要素  

7．人材育成と人材確保   

① 業務分類  

外部委託不可能な業務、一定の研修後に対応可能な業務、外部委託可能  

業務   

② スタッフの研修   

③ サージキャパシティ（臨時スタッフの研修）  

8．初期評価に基づく早期封じ込め実施に関する決断  

（D 早期封じ込め第二期対応（地域対策）   

② 感染リスクに応じた対応（個別対策）  

9．早期封じ込めの二．段階戦略   

① 症例もしくは集積を探知して直ぐ行うこと（第一期対応）  

（D 早期封じ込め実施（第二期対応）  

10．情幸糾文集と評価   

① サーベイランス   

② 接触者追跡調査   

③ 初期評価   

④ 強化サーベイランス   

⑤ 効果的効率的なデータ管理（データベース）   

⑥ 後期評価（発生動向評価、早期封じ込め効果の評価）   



11．実施方法   

① 第一期対応   

② 初期評価（診断の評価、発生状況の把握）   

③ 第二期対応  

12．早期封じ込め対象地域外の対策   

① 移動制限   

② 強化サーベイランス（症例、クラスター）  

13．後期評価と方針決断  

（D 後期評価の時期と目的  

（∋ 発生動向評価  

（∋ 早期封じ込め効果の評価  

＞ 発生終息、′J＼規模感染の継続、感染拡大   

④ 方針決断  

＞ 早期封じ込めの継続、修正継続、完了  

＞ 次期対策への継続、連携  

参考資料   



サーベイランスに関するガイドライン  概要（案）  

1．目的   

○サーベイランスを強化することにより、新型インフルエンザの発生の早期検知、早期封じ込め、蔓  

延防止を図る。   

○フェーズ4Bあるいは5Bにおいて、早期に流行探知できる症候群サーベイランスと、タイミング的  

に遅れるが特異性の高いクラスターサーベイランスの併用が重要である。   

○フェーズ6Bにおいては地域的な流行状況の推移をリアルタイムに把握し、医療資源の配分や  

公衆衛生的対応のための基礎的な資料として用いる。   

○フェーズ6Bあるいはそれ以前の段階において、サーベイランスの機能を用いて未利用医療資  

源や予防接種及び副反応の状況の迅速な把握、新型インフルエンザにおける臨床経過や治療  

成績に関する情報共有をはかるシステムを提供する。  

2．実施する強化サーベイランス   

（1）指定感染症における疑い症例調査支援   

（2）クラスターサーベイランス   

（3）症候群サーベイランス   

（4）新型インフルエンザ患者数の迅速把握サーベイランス   

（5）未利用医療資源情報共有システム   

（6）予防接種率迅速把握システム   

（7）予防接種副反応迅速把握システム   

（8）臨床経過情報共有システム   

（9）超過死亡モニタリングシステム  

3．従来のサーベイランス  

従来の週単位での5類定点におけるインフルエンザ患者の届け出は、フェーズ6Bの段階で停止  

する。新型インフルエンザの終息宣言をもって、停止を解除する。   



資料2－3  

積極的疫学調査に関するガイドライン  概要（案）  

1．はじめに  

○ 積極的疫学調査は、全国の保健所等の公衆衛生機関が実施  

○ 本調査結果に基いて、国内における各種対策を実行  

2．調査の原則  

1．調査実施主体   

都道府県及び保健所を設置する市又は特別区、及び保健所が主体的に実施   

2．調査対象   

パンデミ ックフェーズ4以降において、新型インフルエンザと定義されている新しい   

亜型のインフルエンザウイルスに感染している患者（疑似症患者を含む）およびその   

接触者   

3．人権への配慮等   

4．情報の透明性確保と国際連携   

5．情報の共有と調査結果の公表  

調査方法・調査票の統一化により、都道府県間のスムーズな情報共有  

3．調査の目的   

○ アウトブレイクの全体像の速やかな把握   

○ 感染源・感染経路・感染危険因子の特定を行い、新型インフルエンザ発生事例を通  

じた感染リスクの評価   

○ 感染わ危険性が高いと考えられる者に対する発病予防策、ヒトへの感染例の早期発  

見と迅速な治療開始等による感染拡大の防止  

4．平常時における積極的疫学調査の準備  

1．疫学調査員の決定   

2．疫学調査員の感染防御   

3．疫学調査員の研修   

4．検査機関、医療機関との連携   

5．患者、接触者及びその関係者への説明に関する準備  

5．調査の実際   

ヒトが国内で鳥インフルエンザあるいは新型インフルエンザを発病した可能性がある、   

もしくは発病した場合  

1．症例調査   

2．接触者調査  

6．積極的疫学調査の終了について   

本積極的疫学調査は、パンデミックフェーズが6となり、日本国内や地域においても相   

当数の新型インフルエンザ羅患者が発生する段階に至った場合に終了する。   



資料2－4  
ワクチンに関するガイドライン 概要（案）   

1．新型インフル工ンザワクチンの種類  

（1）プレパンデミックワクチン  

鳥－ヒト感染の患者から分離されたH5Nl亜型ウイルスを基に製造されるワ  

クチン  

（2）パンデミックワクチン  

ヒトーヒト感染の患者から分離されたウイルスを基に製造されるワクチン  

2．基本方針  

（1）フェーズ3  

フェーズ4以降での予防接種の実施計画を策定し、実施訓練を行う  

（2）フェーズ4以降  

流行状況を見て、プレパンデミックワクチンの接種を開始し、パンデミック  

ワクチンの供給が可能となり次第、パンデミックワクチンの接種を開始する  

3．実施方法  

（1）接種対象者  

プレパンデミックワクチン投与を行う対象者  

パンデミックワクチン投与を行う対象者  

（2）供給体制  

必要な者へ安定的に供給する体制のあり方  

（3）接種場所   

必要な者へ確実に接種できる場所の確保  

（4）接種人員・接種用具  

接種する医療従事者や接種用具の確保  

（5）接種場所における感染予防  

接種を実施する者に対する感染防護策の実施徹底  

（6）医師による問診、診察  

予診、ワクチンの有効性・安全性の十分な説明と、被援種者の同意  

（7）ワクチン接種後の副反応   

接種後異常な副反応に対する、医師の適切な処置   



資料2－5  

抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン  

概要（案）  

1早期封じ込めのための抗インフル工ンザウイルス薬の予防投与   

○ 早期封じ込めのための抗インフルエンザウイルス薬の予防投与の有効性、及び  

実施の是非  

2 抗インフルエンザウイルス薬の確保、使用   

（1）国内非発生時における備蓄及びその量の把握  

○ 都道府県における薬剤の備蓄場所の確保状況の確認   

（2）国内発生時（フェーズ4B、5B）における投与、適正使用  

○ 各都道府県内に第1号が発生した段階での投与方法   

（3）パンデミ ック時（フェーズ6B）における投与の中止、適正使用  

○ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量が不十分な場合、都道府県は医療機関  

に対し、予防投与を中止する旨を指導  

3 抗インフルエンザウイルス薬の流通調整   

（1）製造者の役割  

卸や医療機関から情報を得て薬剤の製造、配布   

（2）卸の役割  

医療機関から情報を得て薬剤の配布   

（3）都道府県の役割  

卸や医療機関、製造者から情報を得て都道府県内の薬剤の調整   

（4）医療機関の役割  

卸や製造者、都道府県に対し、必要な情報提供   

（5）国の役割  

製造者や都道府県から情報を得て、薬剤の全国的な配布調整   



資料2－6  医療体制に関するガイドライン  概要、（案）  

フェーズ4・5  

1 医療機関の役割分担   

○ 感染症指定医療機関   

○ 一般病院   

○ 診療所   

○ がんセンターや子ども病院などの特殊な病院  

2 移送   

○ 救急車等による搬送方法など   

3 医療スタッフの確保   

○ 医療スタッフ自身の感染予防のための、ガウンテクニック等の研修   

○ パンデミックの時に医療スタッフが不足する場合の、退職した医療職の再雇用等  

の潜在医療スタッフの確保  

4 衛生資材の確保   

○ 各都道府県内の医療機関における人工呼吸器等の確保の把握   

○ 各都道府県におけるマスク等PPEや診断キットの流通の調整、備蓄  

パンデミック時（フェーズ6）  

1 医療機関の役割分担   

○ 感染症指定医療機関   

○ 結核病床を有する病院   

○ 一般病院   

○ 診療所   

○ がんセンターや子ども柄院などの特殊な病院  

2 在宅医療の確保   

○ 入院治療を要しない者に対する医療のあり方   

○ 在宅医療における診療所や調剤薬局等の役割  

3 医療機関以外の大型施設等の確保   

○ 医療機関での治療や自宅療養が困難な場合、公的宿泊施設などを活用した収容場  

所の確保  

4 老人ホーム等入所施設における集団感染発生時の医療体制の確保   

○ 重症感染者の医療機関への移送   

○ 従事者の感染防止対策   

○ 面会制限等のあり方   



検疫に関するガイドライン 概要（案）  

1．「新型インフルエンザに関する検疫ガイドライン」の目的   

「新型インフルエンザに関する検疫ガイドライン」は、フェーズ4A以降6Aまでにおいて、  

新型インフルエンザの罷患の有無の確認等をはじめとする検疫業務の強化等により、水際にお  

いてできる限りの侵入防止を図ることを目的とする。  

2．新型インフル工ンザに関する検疫ガイドライン」を適用する時期   

新型インフルエンザが発生した場合、臨床状況、疫学情報等を踏まえ、「新型インフルエンザ   

に関する検疫ガイドライン」の見直しを行う。さらに、検疫法第34条の規定に基づく感染症   

に指定された場合には、速やかに本ガイドラインに規定された措置を実施する。  

3．政令指定するまで間の措置   

フェーズ4になった後、検疫法第34条の規定に基づく感染症に指定するまでの間は、現行   

のフェーズ3の検疫ガイドラインにしたがって、患者発生国からの入国者に対して質問票を配   

布し、記入を求めることにより、国内侵入を防止する。  

4．身柄の拘束策   

検疫法第34条の規定に基づく感染症の指定後においては、有症者が新型インフルエンザ疑  

い患者であると診断した場今には、検疫所が委託契約を行っている指定医療機関へ当該疑い患  

者を搬送し、検疫法にしたがって停留措置を行う。   

さらに、検査の結果、新型インフルエンザ患者であることが確定すれば、隔離措置へと切り   

替える。  

5．出国者に対する対応   

国際航空・船舶会社へ協力を要請し、出国手続カウンターにおいて、発熱等症状があった者   

については、渡航自粛を勧告する。  

6．フェーズ6になった場合の検疫について   

検疫法の目的は、国内に常在しない感染症の病原体が国内に侵入することを防止することで   

あることから、国内に新型インフルエンザがまん延してしまった時点で政令を改正して、検疫  

法第34条の規定に基づく感染症から削除する。ただし、情報提供と相談業務は、引き続き実施   

する。   



資料2－8  

事業者一職場における感染対策に関するガイドライン  

概要（案）  

1．危機管理体制の確認   

○ 各事業者・職場における、新型インフルエンザ対策の準備、対策本部や作業班の設置   

○ 緊急時における地方公共団体、医療機関との連絡体制   

○ 事業者・職場内の連絡網   

2．情報収集及び周知   

○ 国内外の新型インフルエンザの感染状況や国の対策等に関する情報収集   

○ 事業者団体、関係企業等における情報交換   

○ 得られた情報による、各事業者の計画や対策の見直し   

○ 事業者・職場の対応方針と併せた従業員等への迅速、適切な周知   

3．新型インフルエンザ流行時の事業運営体制の検討   

○ 従業員等に新型インフルエンザを発症した場合の事業運営体制とその対策   

4．従業員等への感染の予防のための事業者一職場の措置  

・マスク、手袋等の備蓄  

・国及び地方公共団体との連絡体制の整備  

・事業所等の衛生管理  

・従業員等の海外渡航に係る情報について把握する仕組みの構築  

・感染拡大防止のために、事業の状況を勘案し、必要に応じた在宅勤務等の対応の検討  

・従業員等及びその家族が新型インフルエンザに感染した場合の事業者・職場への報告する仕  

組みの構築  

・従業員等に新型インフルエンザ患者及び疑似症患者が発生した場合の感染症法に基づく入院  

勧告等への対応   

5．海外勤務、海外出張する従業員等への感染の予防のための事業者の措置   

○ 患者発生国に駐在する従業員等及びその家族に対し、外務省の海外渡航情報、日本国大使  

館の情報等を踏まえ、従業員等や事業の状況に応じた、退避の可能性等を含めた検討   

○ 外務省の海外渡航情報を踏まえた、患者発生国・地域に対する海外出張の是非等の検討   

○ 患者発生国・地域から帰国した従業員等及びその家族が、新型インフルエンザ様症状を呈  

した場合の医療機関受診等の指導   

6．従業員等への予防的措置の指導   

○ 国内外の新型インフルエンザに関する情報周知   

○ 外務省の海外渡航情報に基づいた、患者発生国・地域への渡航の是非の検討   

○ 発生地域等でのマスク、手袋の着用、うがい、手洗いの励行   

O 「咳（せき）エチケット」の徹底   

○ 本人やその家族の健康状態に注意し、疑われる症状が見られる場合の指導   

○ 発生地域における大規模集会や興行施設等不特定多数の集まる場所への外出の自粛   

○ 流行の兆しが見えた場合の不要不急の外出の自粛   



資料2－9  

個人及び一般家庭、コミュニティにおける   

感染対策に関するガイドライン 概要（案）  

1．新型インフル工ンザの基礎知識  

新型インフルエンザの定義、通常のインフルエンザとの違い、スペイン風邪   

等過去の経験、国の対策、など  

2．パンデミックが社会に及ぼす影響   

感染の広がり（予測される患者数、死亡者数）、職場・企業への影響、ライフ   

ラインへの影響、経済への影響、学校への影響、交通機関への影響、地域活   

動への影響、など  

3．個人としての感染防御策   

うがい、手洗い、マスク、消毒、不要不急な外出抑制、人ごみの回避、ワク   

チン、など  

4．情報収集   

世界の情報、国の情報、都道府県の情報、保健所の情報、市町村の情報、地   

域の情報などを収集  

5．個人■家庭としてパンデミック前に準備すること   

パンデミックのシミュレーション及び個人・家庭としての計画策定、マスク   

の備蓄、食糧・水の備蓄、相談先や医療機関の確認、など  

6．コミュニティとしてパンデミック前に準備すること   

地域の町内会・自治会組織の確立、連絡網の確立、市町村との連携、互助精   

神の滴養、食料等の調達手段の確立、独居家庭の把握・見回り体制の確立、   

など  

7．市町村としてパンデミック前に準備すること   

独居家庭の把握、情報の収集、食料等の配給準備、など  

8．個人・家庭としてパンデミック時にとるべき対応   

情報収集、在宅勤務、不要不急の外出抑制、食料・水等の補給、感染時の医   

療機関受診、など  

9．コミュニティとしてパンデミック時にとるべき対応   

情報収集、不要不急の集会の禁止、食料・水等の調達、差別の防止、など  

10．市町村としてパンデミック時にとるべき対応  

情報提供、相談窓口、食料等の配給、など   



資料2－10  

埋火葬の適切な実施に関するガイドライン 概要（案）  

1．関係機関の主な役割   

○ 都道府県，政令市等 火葬体制の整備及び遺体の保存対策   
○ 市町村 個別の埋火葬の適切な実施及び遺体の保存対策  

2．パンデミック・アラート期（フェーズ3）における埋火葬に係る対応   
一火葬体制の整備－   

○ 火葬場の焼却能力を検討・確認  

3．パンデミック・アラート期（フェーズ4・5）における哩火葬に係る対応  

（1）火葬体制の整備   

○ 最新の火葬場の焼却能力を確認   

○ 遺体処理のために必要な手袋，サージカルマスク等の物資及び作業要員を確保でき  

るよう準備   

○ 近隣地方自治体間での火葬に係る連携・協力体制の確保  

（2）遺体の保存対策  

○ 火葬場の焼却能力の限界を超えた場合   

一遺体を一時的に安置するため，公民館等所要の施設を確保できるよう準備   

一遺体の保存のために必要な保存剤，遺体袋等の物資及び作業要員を確保できるよう準   

備  

4．パンデミツケ期（フェーズ6）における哩火葬に係る対応  

（1）火葬体制の整備   

○ 火葬場の経営者に，可能な限り焼却炉を稼働するよう要請   

○ 遺体処理のために必要な手袋，サージカルマスク等の物資及び作業要員を確保   

○ 近隣地方自治体間での火葬に係る連携・協力  

（2）遺体の保存対策   

○ 火葬場の焼却能力の限界を超えた場合  

一遺体を一時的に安置するため，所要の施設を活用  

一遺体の保存のために必要な保存剤，遺体袋等の物資及び作業要員を確保   

○ 一時的に設置された遺体安置所において収容能力を超える事態となった場合  

一遺体に十分な消毒等を行った上で，一時的に墓地への埋葬を許可  

一埋葬可能な墓地がない場合には，公共用地等を臨時の墓地として認めることも検討   



資料2－1・1  

情報提供■共有（リスクコミュニケーション）に関するガイドライン  

概要（案）  

フェーズ1～3  

A．国における対応  

1．情報収集体制の整備   

○発生国、国際機関が発信する情幸剛文集  

2．情報提供体制の整備   

○広報体制   

○広報媒体の特定   

○広報内容の特定  

B．自治体における対応  

1．情報収集体制の整備   

○国、その他が発信する情報収集   

○自治体関係機関からの情幸剛文集  

2．情報提供体制の整備   

○広報体制   

○広報媒体の特定   

○広報内容の特定  

C．国と自治体の連携  

○情報共有体制  

○共有すべき情報の内容   



フェーズ4以降  

A．劉こおける対応  

1．厚生労働省における情報提供体制   

○記者発表   

○その他提供媒体（ホームページ等）の特定  

2．情報提供の方法   

○発表のタイミング  

3．提供情報の内容   

発生状況、確定または疑似の状況、健康被害の状況、対応・予防方法、行政対   

応、問い合わせ先  

4．情報提供上の留意点   

○情報の発表方法（資料の体裁、表現、国民へのわかりやすさ等）  

B．自治体における対応  

1．自治体における情報提供体制   

○記者発表  

2．情報提供の方法   

○発表のタイミング  

3．提供情報の内容   

発生状況、確定または疑似の状況、健康被害の状況、対応・予防方法、行政対   

応、問い合わせ先  

4．情報提供上の留意点   

○情報の発表方法（資料の体裁、表現、国民へのわかりやすさ等）  

C．国と自治体の連携  

1．発表内容の調整手順  

2．調整の体制（窓口の特定含む）  

3．連携上の留意点   



今後のスケジュール  

平成18年  

12月11日 新型インフルエンザ専門家会議開催  

12月  新型インフルエンザ専門家会議部門別会議開催  

平成19年  

1月  新型インフルエンザ専門家会議部門別会議開催  

1月19日 新型インフルエンザ専門家会議開催   



参考資料1  

2．診察   

インフルエンザ（H5Nl）患者の発生国に滞在後入園した者に対し、必要   

に応じ、検疫法（昭和26年法律第201号）第12条の規定に基づく質問及  

び同法第13条の規定に基づく診察を行う。なお、診察において要観察例と判   

断した場合には、検査材料（咽頭拭い液、肺胞洗浄液、鼻腔吸引液、鼻腔拭い  

液）を採取し、PCR法による遺伝子の検出を実施し、又は検疫官をしてこれ   

を行わせること。   

PCR法による遺伝子の検出については、検疫所で実施することが．原則であ   

るが、検査機器の設備を有しておらず、かつ、検査実施検疫所までの検体搬送   

が不適当な位置に所在する検疫所（支所及び出張所）については、採取した検   

体について、最寄りの地方衛生研究所に依頼するなどにより実施できる体制を   

整える（PCR法による遺伝子の検出を地方衛生研究所に依頼するにあたって   

は、事前に当該都道府県と協議し、体制を整えておくこと。）。  

検査材料は、別紙インフルエンザ（H5Nl）検査材料の輸送により搬送す   

ること。  

当該診察の結果、380c以上の発熱及び急性呼吸器症状のある看で、H5   

亜型が検出された場合には、国立感染症研究所ウイルス3部第1室に確定診断   

のため、検査材料を送付するとともに、インフルエンザ（H5Nl）疑似症患者   

として、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10   

年法律第114号。以下「感染症法」という。）第12条第1項の規定に基づ   

き、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第1   

項及び第14条第2項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日   

健感発第0308001号）において定める別記様式57の2を最寄りの保健   

所長を経由して都道府県知事に届け出ること。  

なお、届出の隙には、国立感染症研究所へ確定検査を依矩中である旨及び   

検体整理番号（別紙 国立感染症研究所への検査材料の輸送方法について）を、  

19（その他感染症のまん延の防止及び当該者の医療のために医師が必要と認   

める事項）の欄に記載すること。  

380c以上の発熱及び急性呼吸器症状のある者のうち、検査材料から直接の   

PCR法による遺伝子の検出若しくは分離・同定による病原体の検出により、   

H5Nl亜型が検出された場合には、検疫法第26条の3の規定に基づき、当   

該者の居住地（居住地がないか、又は明らかでないときは、現在地）を管轄する   

都道府県知事に厚生労働省令で定める事項を通知すること。   

健感発第1017001号  

平成18年10月17日  

各検疫所長  殿  

結核感染症課長  

（公印省略）  

インフルエンザ（H5Nl）における検疫対応について   

インフルエンザ（H5Nl）については、「検疫法施行令の一部を改正する  

政令」（平成18年政令第209号）及び「検疫法施行規則の一部を改正する省  
令」（平成18年省令第127号）が、平成18年6月2日に公布、同月12日  

から施行されたことに伴い、インフルエンザ（H5Nl）患者の発生国に滞在  

し来航する者について、下記のとおり対応されたい。  

記  

第1基本的事項  

1．定義  

380c以上の発熱及び急性呼吸器症状があり、かつ、以下の（1）又は（2）   

のいずれかに該当する者（以下「要観察例」という。）に対し、①質問、（∋診   

察、又は③健康監視（3 参照）により対応することとする。  

（1）10日以内にインフルエンザウイルス（H5Nl）に感染してい  

る若しくはその疑いのある鳥（鶏、あひる、七面鳥、うずら等〉、又  

は死亡鳥との接触歴。  

（2）10日以内にインフルエンザ（H5Nl）患者（疑い例も含む）  

との接触歴。  

接触歴とは、（1）の鳥又は（2）の患者と2m以内の範囲で接触  

があった者を指す。  



要観察例と判断した以降の対応については、直ちに検疫所業務管理室及び   

結核感染症課へ経過報告を行うこと。検査の結果、当該者が疑似症患者若し   

くはインフルエンザ（H5Nl）患者であることが確定した場合、感染症法第  

12条第1項及び検疫法第26条の3の規定に従って、通知を行うとともに、   

当該者が存在した区域の都道府県知事に対して、厚生労働大臣が感染症法第  

15条の感染症の発生の状況、動向及び原因の調査について、同法第63条   

の2に基づき指示を行うので、検疫所長は、それに伴う結核感染症課の指示   

に従うこと。  

3．健康監視  

検疫法第12条の質問及び同法第13条の診察により、要観察例と診断さ   

れた者及び入国時、発熱等の症状がみられない看で、同法第12条の質問に   

より、①10日以内にインフルエンザウイルス（H5Nl）に感染している若   

しくはその疑いがある鳥（鶏、あひる、七面鳥、うずら等）、又は死亡鳥との   

接触歴、又は②10日以内にインフルエンザ（H5Nl）患者（疑い例も含む）   

との接触歴のいずれかが確認できた者について、同法第18条第2項の規定   

により、当該者の国内における居所及び連絡先、氏名、年齢、性別、国籍、   

職業並びに旅行の日程並びに当該者が検疫感染症の病原体に感染したことが   

疑われる場所について、「調査票」（別紙3）により報告を求め、「健康状態報   

告指示書」（別紙4）を手渡し、240時間を超えない範囲において、当該者   

の体温その他の健康状態について報告を求め、若しくは質問を行い、又は検   

疫官をしてこれらを行わせること。  

なお、到着前に要観察例が機内にいることが確認された場合には、検疫官   

は機内において、要観察例の2m以内の範囲に搭乗着座していた乗客、乗員   

について、当該者の氏名並びに国内における居所及び連絡先について把握し   

ておくこと。  

240時間を超えない範囲において、報告又は質問の結果、健康状態に異   

状を生じた者を確認したときは、同法第18条第3項の規定に基づき、当該   

者に対し保健所その他の医療機関において診察を受けるべき旨その他インフ   

ルエンザ（H5Nl）の予防上必要な事項を指示するとともに、当該者の居   

所の所在地を管轄する都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっ   

ては、市長又は区長とする。以下同じ。）に当該指示した事項その他の厚生労   

働省令で定める事項を「通知書」（別紙5）により通知すること。  

なお、健康監視に付した者が発生した場合には、直ちに検疫所業務管理室   

及び結核感染症課へ経過報告を行うこと。当該者がインフルエンザ（H5N  

l）の患者又は疑似症患者であることが確定した場合、感染症法第12条第  

1項及び検疫法第26条の3の規定に従って、通知を行うとともに、当該者   

が存在した区域の都道府県知事に対して、厚生労働大臣が感染症法第15条   

の感染症の発生の状況、動向及び原因の調査について、同法第63条の2に   

基づき指示を行うので、検疫所長は、それに伴う結核感染症課の指示に従う   

こと。  

4．健康状態質問票及び健康管理カードの取扱い   

結核感染症課が、海外のインフルエンザ（H5Nl）の発生状況にかんがみ、   

検疫所長あて別途指示した場合は、直ちに患者発生国に滞在した入国者に対し、   

検疫法第12条の規定に基づき、「健康状態質問票」（別紙1）による質問を実   

施すること。その結果、異状のない者に対しては、同法第27条の2第1項の   

規定に基づき、「烏インフルエンザ（H5Nl）の発生地域に滞在された入国   

者の方へ」（以下、「健康管理カード」という。別紙2）を配付し、その予防方   

法等について情報提供を行うこと。  

5．仮検疫済証の交付   

インフルエンザ（H5Nl）の患者発生国を発航し、若しくは患者発生国に寄   

航してから240時間以内に来航した船舶（インフルエンザ（H5Nl）の患者   

発生国に滞在した者を洋上で乗り移らせた船舶を含む）及び航空機については、   

検疫の結果、インフルエンザウイルス（H5Nりの国内への侵入のおそれがほ   

とんどないと判断した場合には、検疫法第18条第1項の規定に基づき、24   

0時間を超えない期間を定めて、仮検疫済証を交付すること。  

6．検疫業務に対応する検疫官について   

検疫所職員が検疫業務に従事した後は、除染のための手洗い（消毒用エタノ   

ール等による手指の消毒）やうがい等の徹底を図ること。   

検疫所職員が要観察例と接触する場合には、マスク及び手袋を着用し、また、   

検査材料を採取する場合には、マスク、手袋、防護衣及びゴーグルを着用する   

よう指示すること。   

また、インフルエンザ（H5Nl）の患者又は疑似症患者と接触歴があった   

ことが確認された検疫所職員は、都道府県知事が実施する感染症法第15条の   



検疫所長は、船舶代理店等を通じ当該船舶に対し、検疫法第8条3項   

の規定により、臨船検疫又は着岸検疫を実施する旨を指示するとともに、   

適切な予防対策が講じられているか確認すること。  

（2）インフル工ンザ（H5Nl）の患者発生国を発航し、10日以内に来   

航し、検疫前の通報（検疫法第6条）により、発熱及び急性呼吸器症状   

を呈している者は乗船していないことが確認できた場合  

客船（貨客船も含む）については、検疫港において臨船検疫又は着岸   

検疫を実施すること。貨物船については、インフルエンザ（H5Nl）   

の侵入防止に万全を期すために、船舶代理店等を通じ、船舶の長に、要   

観察例の定義に該当する事項について改めて確認を求め、該当者がいな   

い旨、確認がとれた場合において、無線検疫により対応することとする。  

（3）インフルエンザ（H5Nl）患者発生国を発航して10日を過ぎた後   

に来航する場合  

客船（貨客船を含む）については、検疫前の通報（検疫法第6条）によ   

り、患者の発生の有無の確認を行うとともに、患者発生国を発行後、要   

観察例に該当する者がいない旨、確認がとれた場合において、無線検疫  

により対応することとする。  

貨物船については、通常どおりの通報により対応するものとする。  

3．関係機関等との連携   

検疫所長は、検疫の実施に際し、インフルエンザ（H5Nl）の国内にお   

ける感染拡大を防止するため、関係機関、都道府県等と、情報の共有、連   

携強化を図り、対応に当たること。   

また、空港及び港湾における検疫業務に係る事業所等については、危機   

管理に備え、緊急時の連絡先等の把握に努めること。  

規定に基づく積極的疫学調査の対象となるので、協力するよう指示すること。  

7．情報の提供   

検疫法第27条の2第1項の規定に基づき、外国に行こうとする者及び外国   

から来た者に対し、インフルエンザ（H5Nl）の外国における発生の状況及び   

その予防の方法に関する情矧こついて、各検疫所のホームページヘの掲載並び   

に各空港や港湾の検疫窓口及び出国ロビーにおけるポスターの掲示及びパン   

フレットの設置等により、積極的に情報提供を行うこと。  

第2 検疫対応  

1．航空機の検疫  

インフルエンザ（H5Nl）の患者発生国から来航する航空機からの  

検疫前の通報（検疫法第6条）により、患者の発生報告を受けた場合に  

は、到着前に航空機の長に、要観察例の定義に該当する事項を確認し、  

その結果、要観察例の定義に合致する者が搭乗していることが把握でき  

た場合には、航空会社等に、航空機内における感染防御対策が実施され  

ていることを把握するよう努める。  

また、検疫前の通報（検疫法第6条）により、患者の発生がないこと  

が確認できた場合においても、インフルエンザ（H5Nl）の患者発生  

国に滞在し入国する全乗客・乗員に対しては、サーモグラフィーや放射  

体温計等により体温測定を実施する。  

2．船舶の検疫   

（1）インフルエンザ（H5Nl）の患者発生国を発航して、10日以内に  

来航するに当たり、検疫前の通報（検疫法第6条）により発熱及び急性  

呼吸器症状を呈している乗客等が乗船していることが確認された場合  

到着前に船舶の長に、要観察例の定義に該当する事項について確認を  

求め、その結果、要観察例が乗船していることが把握できた場合には、  

検疫港において臨船検疫又は着岸検疫を実施すること。  

また、インフルエンザ（H5Nl）の患者発生国に滞在し入国する全  

乗客・乗員に対しては、サーモグラフィーや放射体温計等により体温測  

定を実施する。  

1．別紙   検査材料の輸送  

2．様式1：調査票   



－‾‾▲l 

：′   

3．様式2： 日本へ入国された方へ（健康状態報告指示書）  

4．様式3：通知書  

5．様式4：健康状態質問票  

6，様式5：鳥インフルエンザの発生地域に滞在された入国者の方へ  
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感染症発生動向調査事業実施要綱の一部改正について  
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ウ 地方衛生研究所  
①～②（略）  
③ 地方衛生研究所は、患者が一類感染症と診断されている場合、  
都道府県域を超えた集団発生があった場合等の緊急の場合にあっ  
ては、検体を国立感染症研究所に送付する。  

エ～キ（略）   

2  全数把握対象の五頬感染症  
（1）調査単位及び実施方法  
ア～イ（略）   

ウ 地方衛生研究所  
① 地方衛生研究所は、別記様式1の検査票と検体又は病原体情  
報等が送付された場合にあっては、当該検体を検査し、その結果  
を保健所を経由して診断した医師に通知するとと もに、別記様式  
1により保健所、都道ノ何県等の本庁及び地方感染症情報センター  
に送付する。  
②（略）  
③ 地方衛生研究所は、都道府県域を超えた集団発生があった場  
合等の緊急の場合にあっては、検体を国立感染症研究所に送付す  
る。  

エ 国立感染症研究所  
国立感染症研究所は、地方衛生研究所から検査依頼を受けた検体  
について検査を実施し、その結果を当該地方衛生研究所及び中央  
感染症情報センターへ通知する。   

オ～キ（略）   

3 定点把握対象の五頬感染症  
（1）～（3）（略）   

（4）実施方法  
ア～ウ（略）  

ウ 地方衛生研究所  
①～②（略）  
③ 地方衛生研究所は、患者が一類感染症と診断されている場合、  
都道府県域を超えた集団発生があった場合等の緊急の場合にあっ  
ては、厚生労働省健康局結核感染症課からの依頼に基づき、検体  
を国立感染症研究所に送付する。   

エ～キ（略）   

2  全数把握対象の五頸感染症  
（1）調査単位及び実施方法  
ア～イ（略）   

ウ 地方衛生研究所  
① 地方衛生研究所は、別記様式1の検査票と検体又は病原体情  
報等が送付された場合にあっては、当該検体を検査し、その結果  
を診断した医師に通知すると と もに、別記様式1により保健所、  
都道府県等の本庁及び地方感染症情報センターに送付する。   

②（略）  
③ 地方衛生研究所は、患者の診断が都道府県域を超えた集団発  
生があった場合等の緊急の場合にあっては、厚生労働省健康局綺  
核感岬きト検体を国立感染症研究所に送付  
する。   

エ 国立感染症研究所  
国立感染症研究所は、旦遜地方衛生研究所から検査依頼を受けた  
検体について検査を実施し、その結果を当該地方衛生研究所及び  
中央感染症情報センターへ通知する。   

オ～キ（略）   

3 定点把握対象の五顎感染症  
（1）～（3）（略）   

（4）実施方法  
ア～ウ（略）  

－2一  

新   旧   
エ 地方衛生研究所   工 地方衛生研究所   
①～②（略）   （》～（診（略）   

③ 地方衛生研究所は、都道府県域を超えた集団発生があった場  ③ 地方衛生研究所は、都道府県域を超えた集団発生があった場   
合等の緊急の場合にあっては、検体を国立感染症研究所に送付す  合等の緊急の場合にあっては、厚生労働省健康局結核感染症課か   
る．。   らの依頼に基づき、検体を国立感染症研究所に送付する。   

オ～ク（略）   オ～ク（略）   

4 オンラインシステムによる積極的疫学調査結果の報告の実施  
互 ．   

（1）保健所   積極的疫学調査が行われる場合と しては、（D一類感染症、二類感   
インフ／レエンザ（H 5Nl）に係る積極的疫学調査を実施した  染症、三頼感染症又は四頬感染症が発生した場合、②五顎感染症   
保健所は、別に定める基準に従い、直ちに疑い症例調査支援シス  等に係る感染症発生動向調査において通常と異なる傾向が認めら   
テムに調査内容を入力するものとする。   れた場合等が考えられるが、個別の事例に応じ、都道府県知事等   
（2）地方衛生研究所   において適切に判断されるべきものである∩ また、都道府県知事   
ア 地方衛生研究所は、検体が送付された場合にあっては、当該  等が積極的疫学調査を行う場合にあっては、この調査を実施する   
検体を検査し、その結果を保健所に通知する。通知を受けた保健  こととなる保健所等の機関において、関係者の理解と協力を待つ   
所においては、その内容を直ちに疑い症例調査支援システムに入  つ、関係機関と密接な連携を図ることによ り、地域における詳細   
剋」   な流行状況や原因不明の感染症等の迅速な把握を進めていく こと   
イインフルエンザ（H5Nl）に係る積極的疫学調査の結果を  
厚生労働省に報告する場合にあっては、法施行規則第9粂第2項  
に従い、検体を国立感染症研究所に送付する。  
（3）国立感染症研究所  
国立感染症研究所は、地方衛生研究所から送付された検体につい  
て検査を実施し、その結果を直ちに疑い症例調査支援システムに  
入力する。  

5（略）   5（略）   

第6～7（略）   第6～7（略）   

一3－   
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匝空室堕司  

症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにする」こと（法   

第15条第1項）として、具体的には次に掲げる事項の達成を目的とするものである   

こと。   

（1）インフルエンザ（H5Nl）発生地域における当該インフルエンザウイルスの  

人への感染の早期発見と必要な公衆衛生対策の迅速な実施による感染拡大防止   

（2）インフルエンザ（H5Nl）に感染した原因、感染経路又は感染した地域の特  

定   

（3）インフルエンザ（H5Nl）の人に感染させるおそれの程度の評価   

（4）収集したインフルエンザ（H5Nl）に関する情報の提供  

第2 実施体制等   

1 実施体制  

都道府県等におけるインフルエンザ（H5Nl）に係る積極的疫学調査の実施体  

制は、次に定めるところによるものとすること。   

（1）都道府県知事等は、各都道府県等の衛生部局において他の日常業務等を通じて  

基本的な疫学調査手法に関する知識を相当程度有している者の中から、積極的疫  

学調査に従事する都選府県等の職員（以下「疫学調査員」という。）を選任するこ  

と。   

（2）都道府県知事等は、疫学調査員に対して、感染防御のための十分な研修、訓練  

等を実施すること。また、疫学調査員について疫学調査の従事に係る精神的なケ  

アのための体制を構築するよう努めること。   

（3）疫学調査員は、積極的疫学調査の実施に当たっては、マスク、手袋の着用等の  

十分な感染防御手段を講じること。   

（4）都道府県知事等は、積極的疫学調査への従事後における疫学調査員の健康状態  

の確認をするとともに、インフルエンザ（H5Nl）に感染したおそれのある疫  

学調査員に対して、まん延防止のための必要な対応を行うこと。  

2 平時からの準備  

都道府県等においては、インフルエンザ（H5Nl）に係る積極的疫学調査の実  

施に関し、次に定めるところにより平時からの準備を進めること。   

（1）疫学調査員として選任される者をあらかじめ決定しておくこと。決定に当たっ  

ては、人数・構成について積極的疫学調査の円滑な実施に支障のないことを旨と  

すること。   

（2）（1）に規定する者に対して、感染防御のための十分な研修、訓練等盲実施するこ  

と。   

（3）疫学調査員の二次感染を防止するた捌こ必要な物品を確保すること。   

健感発第1122001号  

平成18年11月22日  

工ニー1．－  衛生主管部（局）長 殿  

厚生労働省健康局結核感染症課長  

インフルエンザ（H5Nl）に係る積極的疫学調査の実施等について  

インフルエンザ（H5Nl）の発生の予防及びまん延の防止のために都道府県、保健  

所を設置する市及び特別区（以下「都道府県等」という。）において実施すべき措置に  

ついては、平成18年6月に新型インフルエンザ専門家会議において「インフルエンザ  

（H5Nl）に関するガイドラインーフェーズ3－」（別添）が取りまとめられ、この  

中で、インフルエンザ（H5Nl）の患者等に対する調査についてもまとめられている  

ところである。   

今般、これを踏まえて、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平  

成10年法律第114号。以下「法」という。）第15条の規定に基づくインフルエン  

ザ（H5Nl）に係る感染症の発生の状況、動向及び原因の調査（以下「積極的疫学調  

査」という。）の実施等について下記のとおり定めたので、実施に遺憾のなきを期する  

とともに、関係機関へ周知されたい。   

なお、下記の第3については地方自治法（昭和22年法律第67号）第245粂の9  

に基づく処理基準とし、第1、第2、第4及び第5については同法第245粂の4に基  
づく技術的助言とする。  

記  

第1 目的   

都道府県知事、保健所を設置する市の市長及び特別区長（以下「都道府県知事等」   

という。）が行うインフルエンザ（H5Nl）に係る積極的疫学調査の目的は、「感染  



（4）インフルエンザ（H5Nl）の発生の予防及びまん延の防止に係る関係部局、  

関係機関の間で積極的疫学調査の開始、進行状況等についての情報を共有するた  

めの体制をあらかじめ構築するとともに、平時からの情報交換を密に行うよう努  

めること。   

（5）インフルエンザ（H5Nl）の迅速な検査体制を確保するため、地方衛生研究  

所その他の関係機関との連携方法を明らかにしておくこと。  

第3 積極的疫学調査の実施   

1 用語の定義  

第3において、次の（1）及び（2）に掲げる用語は、当該（1）及び（2）に定める意味とす  

る。   

（1）要観察例  

38℃以上の発熱及び急性呼吸器症状があり、かつ、次のア又はイゎいずれか  

に該当する者  

ア  

はその疑いが卒る鳥（鶏、あひる、七面鳥、うずら等）、又は死亡鳥との接触  

歴（直接接触したこと又は2メートル以内に接近したことをいう。以下同じ。）  

を有する者  

イ 10日以内に患者（疑い例を含む。）との接触歴を有する者   

（2）患者（疑似症患者を含む。）  

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12粂第1項及  

び第14粂第2項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日健感発第  

0308001号）別紙第7の1（3）ア及びイに規定する者  

2 要観秦例に係る積極的疫学調査  

要観察例に係る積極的疫学調査は、次に定めるところにより、実施するものとす  

ること。   

（1）保健所において、医師等から要観察例に関する情報が得られた場合には、当該  

医師等に対して当該要観察例に関する次に掲げる事項について聴取するとともに、  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成10年  

厚生省令第99号。以下「施行規則」という。）第8条第2項の規定に基づき、採  

取した検体の提出を求めること。  

ア 年齢及び性別  

イ 初診年月日  

り 当該医師の住所（病院又は診療所で診療に従事している医師にあっては、  

当該病院又は診療所の名称及び所在地）及び氏名   

エ 第3の1の（1）に規定する要観察例の定義に合致しているかどうか  

（2）（1）により捷出を受けた検体についてのPCR法による血清亜型H5遺伝子の検   

査の結果、血清亜型H5遺伝子が検出された場合には、都道府県知事等はその旨   

を法第15粂第5項により厚生労働大臣（厚生労働省健康局結核感染症課）に報   

告するとともに、3による患者（疑似症患者等を含む。）に係る積極的疫学調査を   

開始すること。  

なお、上記の血清亜型H5遺伝子が検出された旨の報告に当たっては、施行規   

則第9粂第2項の規定に基づき、当該検体を厚生労働大臣（国立感染症研究所）   

に送付すること。  

（3）（1）で得られた情報及び（2）で得られたインフルエンザ（H5Nl）血清亜型H5   

遺伝子の検査結果（遺伝子検出又は未検出）について、それぞれ「感染症の予防   

及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に伴う感染症発生動向調査事   

業の実施について」（平成11年3月19日健医発第458号）に基づき、感染症   

発生動向調査事業実施要綱第5の4の疑い症例調査支援システムに必要事項を入   

力すること。  

（4）（1）により提出を受けた検体についてのPCR法による血清亜型H5連伝子の検   

査の結果、血清亜型H5遺伝子が検出された場合には、当該保健所は、（1）の要観   

察例を診察した医師に対して、インフルエンザ（H5Nl）を指定感染症として   

定める等の政令（平成18年政令第208号。以下「指定政令」という。）第2条   

において準用する法第12条第1項の規定による届出を直ちに行うよう知らせる   

こと。  

3 患者（疑似症患者を含む。）に係る積極的疫学調査   

患者（疑似症患者を含む。）に係る積極的疫学調査は、次に定めるところにより、   

実施するものとすること。  

（1）次に掲げる場合には、都道府県知事等は、患者（疑似症患者を含む。）に係る積   

極的疫学調査を開始すること。  

ア 指定政令第2粂において準用する法第12条第1項の規定による医師の届  

出があった場合  

イ 2（1）により取得した医師による要観察例の診察結果及び2（2）により提出  

を受けた検体の検査結果から、当該要観察例が患者（疑似症患者を含む。）で  

あることが確認できた場合  

（2）都道府県知事等は、患者（疑似症患者を含む。）に係る積極的疫学調査として、   

次に定めるところにより、インフルエンザ（H5Nl）患者（疑似症患者を含む。）   

及びその接触者に対して質問又は調査を実施すること。  

ア 患者（疑似症患者を含む。）に対する質問又は調査   



患者（疑似症患者を含む。）に対する質問又は調査は、次に掲げる事項につ  

いて実施すること。  

① 氏名、年齢、性別、職業、住所、保護者の氏名及び住所その他の患者（疑   

似症患者を含む。）を特定する情報  

② 当該患者（疑似症患者を含む。）の症状、現病歴、治療方法、治療経過及   

び検査結果  

③ 初診年月日、病原体に感染したと推定される年月日又は発病したと推定  

される年月日  

④ 病原体に感染した原因、感染経路、病原体に感染した地域又はこれらと  

して推定されるもの  

⑤ 医師の住所’（病院又は診療所で診療に従事している医師にあっては、当   

該病院又は診療所の名称及び所在地）及び氏名   

併せて、都道府県知事等は、患者（疑似症患者を含む。）の行動及びその間   

の接触者についての質問又は調査を実施すること。質問及び調査は、患者（疑  

似症患者を含む。）に対して行うことを基本とするが、患者と明確な接触歴が   

ある接触者に対しても、必要と認められる場合には、イにより接触者に対す   

る質問又は調査を実施すること。  

イ 接触者に対する質問又は調査   

接触者に対する質問又は調査は、患者（疑似症患者を含む。）が発病したと   

推定される日の1日前から患者（疑似症患者を含む。）と確定するまでの間に   

接触した者のうち、都道府県知事等において把握可能な次の範囲に該当する   

者に対して、可能な限り速やかに実施すること。  

（i）世帯内接触者  

患者（疑似症患者を含む。）と同一住所に居住する者  

（迫）医療関係者等  

患者（疑似症患者を含む。）の診察、処置、搬送等にマスク、手袋の着用   

等の感染防御策なしに直接係わった医療関係者や搬送担当者  

（揖）汚染物質の接触者  

患者（疑似症患者を含む。）の体液（血液、唾液、喀疾、尿、便等）に、   

感染防御策なしで接触のあった乳具体的にはマスク、手袋の着用等の感   

染防御策なしで患者検体を取り扱った検査従事者、マスク、手袋の着用等   

の感染防護策なしで患者の使用したトイレ、洗面所、寝具等の清掃を行っ  

た者等  

（如）直接対面接触者  

手で触れること、会話することが可能な2メートル以内の距離で、患者   

（疑似症患者を含む。）と対面で会話等の接触のあった者  

また、接触者に対する質問又は調査は、次に掲げる事項についての質問又  

は調査を行うとともに、患者（疑似症患者を含む。）と最後に接触した日から  

10日が経過する日までの問、38℃以上の発熱及び急性呼吸器症状の出現  

の有無について確認すること。  

① 接触者の氏名、年齢、性別、住所、連絡先その他の接触者を特定する情  

報  

② 患者（疑似症患者を含む。）との接触状況及び健康状態  

4 他の都道府県等、国等との適切な情報共有  

都道府県知事等は、第3による積極的疫学調査に伴い得られる情報の重要性にか   

んがみ、調査の過程においても、インフルエンザ（H5Nl）の発生の状況、動向   

等を含む調査結果について他の都道府県知事等との間で共有するとともに、法第   

15条第5項の規定に基づき、厚生労働大臣に対して報告を行うこと。特に、イン   

フルエンザ（H5Nl）の人から人への感染の拡大が懸念される場合には、情報の   

確定を待たずに、直ちに厚生労働大臣等との連携を図ること。  

また、患者（疑似症患者を含む。）が都道府県等の区域を越えて発生し、又は発   

生するおそれがある場合には、厚生労働大臣は、法第63条の2の規定に基づき、   

第3による積極的疫学調査の実施について必要な指示を行うこと。   

第4 接触者等に対する情報提供等   

都道府県知事等は、接触者、インフルエンザ（H5Nl）の感染が疑われる者等に  

対して、インフルエンザ（H5Nl）の発生の状況、動向及び原因に関する適切な情  

報発信を行うとともに、マスクの着用、最寄りの保健所等への相談、医療機関での受   

診等についての必要な情報提供を行うこと。  

第5 その他   

都道府県知事等は、第3による積極的疫学調査の実施に当たり、別添の「接触者調   

査票」（添付1）、「接触者に係る体温記録用紙」（添付2）、「患者調査票」（添付3）   

及び「行動調査票」（添付4）を活用することが可能であること。   
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インフルエンザ（H5Nl）接触者調査票（接触者モニタリング用紙）  

1．調査担当保健所  調査者氏名  調査年月日  

碑  

彊 控  

（  

ⅡⅠ Ⅱ⊂  巳   ロ   巳   巳   巳   巳   巳   ロ   巳   ロ   巳   

邸
皆
 
 
皿
 
 

2．接触者番号：  

4．患者居住地保健所  3．接触患者発生届受理番号：   

町
 
 
せ
 
 

J
国
↑
 
岩
盤
慨
 
 

哺
神
罰
史
 
 

‥
悪
口
蕃
放
浪
峨
e
刃
（
細
鵬
J
O
）
抑
悩
 
 

も
 
∧
 
「
】
 
 

14．患者もしくは患畜との接触状況（調査日から10日前まで）日付および場所、接触内容を記載する  

朴
 
＝
 
中
 
軸
 
憂
 
埜
 
 

15．患者（患者）との最終接触日時二  年  月  日  時頃  
．
L
F
 
 
 

■  
16．□高□低□要観察例□感染防護有り  ←該当する項目を窃する  

接触者の調査時の状態（17．調査日時  年  月  日  時）  

18．発熱【コ有：（発熱  ℃）・口無  

19．呼吸器症状□有：咽頭痛・咳晰・呼吸困難・低酸素症・その他（  ）□無  

21．消化器症状口有＝下痢・嘔吐・腹痛・その他（  ）口無  

20．発射呼吸器症状以外の症状□有：頭痛・筋肉痛・関節痛・全身倦怠感   

その他の症状（  ） □無  

検査所見：血算（月 日）：白血球   赤血球  血ノト板  その他（  

インフルエンザ抗原検査（月 日）：陽性（A型・B型・AB不明）・ 陰牲・未実施  

胸部レントゲン（ 月  日）：《所見》  

ウイルス分離・同定（月 日）（検体材料：  ）：陽性（亜型：   ）・陰性・検査中  

RTrPCR検査（月 日）：陽性（亜型：  ）・陰性・検査中・未実施  

血清抗体価（月 日）検査法（   ）（亜型： ）：抗体価（ ）倍・検査中・未実施  

§太枠内は必乳検査所見に関しては、判っていれば記載のこと。  



添 付 3  
添 付 2  

インフルエンザ（H5Nl）患者（疑似症患者を含むい要観察例 患者調査票  

※ロ欄の場合、該当する項目を8すること  

1．調査担当保健所（  ） 2．調査年月日（ 年  月  日）  

≪  体 温 記 録 用 紙  ≫  

♯ インフルエンザ（H5Nl）観察期間は最長でも10日です。  
＊ 接触があった日から10日間、38度以上の急な発熱や急性呼吸器症状がなければ、ほぼ感染はなく、もち   
ろん他への感染力もないと思われます。  
＊ 気になる症状が現れたときには、速やかに最寄りの保健所にご連絡下さい（☆）。  
＊ なお無症状であり、かつ（☆）を確実にお守りいただけるという前提で、この期間も通常通りの生活は   
していただけます。しかし、不要不急の外出等は控えていただき、注意深くご自身の健康チェックを行って   
いただくことをお願い致します。  

インフルエンザ（H5Nl）患者調査票 3点者居住地保健所（  
）  

4．感染症発生届受理No．  調査者氏名  

5．届出医療機関名  6．主治医名  

氏名  住所  

一層出医療機関所在地  8．TEL   （ ）  

接触日よリ  日   測定時間   体温（Oc）   他呼吸器等症状等   備考欄（行先等）   

H年  
接触日  

月日   

接触後 1日且  月  日   朝  

夕  

接触後 2日日  月  日   朝  

夕  

接触後 3日日  月  日  朝  

夕  

接触後 4日目  月  日   朝  

夕  

接触後 5日目  月  日   朝  

夕  

接触後 68日  月  日   朝  

夕  

接触後 8日冒  月  日   朝  

夕  

接触後 9日日  月 日   朝  

夕  

接触後  朝  
10日目  月 日  

夕  

平成（西暦 ）年月日  
9・届出受理旧  10・受理自治体  

（時 別  
（都・道・朴県甘区）  

11．受理保健所  保健所  12．受理著名  

†3．患者氏名  †ヰ．性別 男 ■ 女 柑．生年月日  年 月 日生（ 歳）  

16．職業集権（注1）  
注1）職業・業種＝保育臥幼稚臥学校などの所属拍名寄、やや詳細に記入すること。  

17．勤務先名■所在地  18．TEL  （ ）  

19．自宅住所  20．TEL  （ ）  

21．受理日現在の  □届出医療機関   □自宅   口勤務先・学校  

患者所在地  □その他（  ） □不明  
22．TEし   （ ）  

24．保護者氏名（注2）  

注2）保旺肴氏名・住所：届出患者が未成年の場合  

23∴同居者  
25．保護者住所  

ロ26．38度以上の発熱  

□27，咳  

□28．咽頭痛  

□29．息苦しさ、呼吸圏雑感  

症状発現日  ロ30．下痢  

ロ3†．全身倦怠感  

□32．意識混濁  

ロ33．その他1（  

ロ34．その他2（  

日
別
即
別
即
別
即
計
日
 
 

月
月
 
月
月
 
月
月
 
月
月
月
 
 

年
 
年
 
年
 
年
 
年
 
年
 
年
 
年
 
年
 
 

問い合わせ・返信先  

35、発病年月日（原則発熱開始日）  年  月  日 時  36．初診年月日   
住  所  

電  話  担当者名  



▼■′   

38．感染推定日  年  月  日  時  37・診断日  年 月 日  時  
検査項目   検査値もしくは所見   検査日  

肺炎像（□有□無）  
65．胸部X線  年  月  日  

（所見）  

肺炎像（□有口無）  
66．胸部CT  年  月  日  

（所見）  

検 査 結 果  
67．白血球数   ／〟l   年  月  日  

68．リンパ球   ％（  ／〟t）   年  月  日  

69．血小板数   ／〟l   年  月  日  

70．CRP  m〆dl  年  月  日  

71．その他  年  月  日  

40．死亡日  年  月  日   時  39．退院日  年  月  日   時  

感染源のインフルエンザ診断（ヒトの場合のみ）  最終接触日   

要観察例・疑似症・確定・不明  

41．疑われる 感染源   雲観察例・疑似症・確定・不明  

要観凛例・疑似症・確定・不明  

インフルエンザ（H5N  

l）の発生が報告され  

ている地域・都市名へ  

の立ち入りおよび滞在  

歴（今後の発症地域に  

より、右記地域は随時  

変更される）  

口42日本国内（地域：  ）  

ヰ7．滞在期間  年  月  日～  年  月  日   

48．同行者 （ ）名   

49．旅行会社名（  

50．利用交通機関（飛行機等）   

（  

51．既往歴  

52．供血歴（症状出現前7日以内）  ロ無   口有： 供血日  毎 月  日  供血場所  

53．臓器移植歴（症状出現前7日以内）□無   口有（ロドナー ロレシピエント）  手術日  年 月  日  

医療機関  

54．現病歴  

56．タミフル内服の有無 □有 田無  服薬開始日  

57．他の抗インフル工ンザウイルス薬 口有 口無   服薬開始日  

58．他の主な薬剤（  

61．入院の有無  □有  □無  口不明  59．（入院）医療機関名  
6D．主治医名（  

62．（入院）医療機関所在地  63．T亡L   （ ）  

年  月  日 ～  年  月  日  



インフルエンザ以外の病原体検査結果   

年  月  日   

年  月  日   アデノウイルス抗原  82． ＋・－・未実施        RSウイルス抗原  83． ＋・－・未実施        その他  84．   年  月  日  

年  月  日   
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インフルエンザウイルス特異的検査結果   

抗原検査  86．ロ陽性（A型・B型 ■ AB不明）   

（迅速検査）   

年 月 日  
・口陰性・□検査未実施  

検体材料  検体採取日   結果判定。l  結果  検査実施施設   

年 月 日  年 月 日   

8，7．RT－PCR  

口実施  

□未実施  蚤ご芸㌣●H5陰性■検査中， lH5陽性・H5酎生■検査中 その他（）  l l     年 月 日  年 月 日   ーー1  年月日星 年月日   H5陽性・H5陰性■検査中 その他（ ）   
88．RT－LAMP  

口実施  

ロ未実施  l  年月日  弓  年月日  H5陽性・H5陰性・検査中 その他（ ）  l    年 月 日  年 月 日  H5陽性・H5陰性・検査中  

）   

8g．ウイルス分離  ～ 年月日！年月。  
同定  

t －－－ 

その他（  

口実施  

ロ未実施  

検査法  検体採取日   結果判定日 ぎ  結果  

＋  

検査実施施設  
9D．血清抗体検  

l   

査  

口実施  ト÷笥   J年 月 日  
口未実施  

年 月 日  l  

91∴追加・その他  検査法  検体採取日  結果制定日   結果   検査実施施設  

－－－－－一十    i 更 】＋＋＋＋     l  【  l  「－‾】‾‾－■‾】■‾叫‾   
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※□欄の場合、該当する項目を回すること   




